
論点① 在宅療養を支える訪問看護提供体制の強化

対応案

◼ 医療サービスを提供する介護保険の訪問看護事業所においては、介護保険の居宅サービスにおける検討に加えて、診

療報酬の運営基準と同様に、事故発生時等の安全管理体制の確保に係る研修受講することが望ましい旨を運営基準に

加えてはどうか。

◼ 医療ニーズのある利用者が増えているなか、夜間の訪問看護を提供した際の月初回の訪問時に、緊急時訪問看護加算

を算定している場合も「早朝・夜間加算」及び「深夜加算」を算定可能としてはどうか。

◼ サテライトの設置に係る技術的助言として一体的な運営を求めているが、より具体的な要件の目安を自治体に示すこ

ととしてはどうか。

◼ 利用者が住み慣れた地域で療養継続できるよう、専門性の高い看護師が認知症の利用者への支援等について地域での

相談支援などの役割も担っていることから、専門管理加算の評価対象を拡充してはどうか。

◼ 訪問看護事業所の利用者は、年齢や疾患、状態によって医療保険又は介護保険の適応となることから、事業所の実態

に応じて看護体制強化加算におけるターミナルケア加算を評価してはどうか。

◼ 介護報酬においても利用者宅における残薬を確認した上で、残薬の確認、医師・薬剤師等への報告等の適切な服薬管

理を行うことを運営基準上の要件としてはどうか。

◼ 訪問看護師による手厚いケアのニーズがある重症な難治性皮膚疾患の利用者の状況を踏まえ、令和８年度診療報酬改

定で在宅難治性皮膚疾患処置指導管理が別表第８に追加されたが、介護保険の訪問看護においても、当該利用者を特

別管理加算Ⅱ・長時間訪問看護加算の対象となるよう告示に追加してはどうか。
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⇒ 看護小規模多機能型居宅介護についても評価してはどうか。

⇒ 看護小規模多機能型居宅介護についても評価してはどうか。

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.33 より抜粋



論点① 在宅療養を支える訪問看護提供体制の強化

論点①

◼ 令和８年度診療報酬改定において、医療安全対策に関する研修受講が努力義務化されたが、介護報酬においても事業

所が事故発生時等の安全管理体制の確保を行うためには、どのような方策が考えられるか。

◼ 医療ニーズのある利用者が増えているなか、夜間の訪問看護を提供した際に、医療保険とは異なり、緊急時訪問看護

加算の算定を行った場合は月の初回に「早朝・夜間加算」及び「深夜加算」を算定できない状況にあるが、営業時間

外の緊急時対応を適切に評価するためにはどのような方策が考えられるか。

◼ １訪問看護事業所あたりのサテライトの設置数にばらつきや、１事業所当たりの最大値が47の事業所もあることから、

サービスの質を確保して一体的な運営を促すためには、どのような方策が考えられるか。

◼ 利用者が住み慣れた地域で療養継続できるよう、専門性の高い看護師が認知症の利用者への支援等について地域での

相談支援などの役割も担っていることについて、どのように考えるか。

◼ 訪問看護事業所の利用者は、年齢や疾患、状態によって医療保険又は介護保険の適応となることから、事業所の実態

に応じて看護体制強化加算におけるターミナルケア加算を評価することをどのように考えるか。

◼ 令和８年度診療報酬改定において、残薬の確認、医師・薬剤師への報告が明記されたが、介護報酬においても利用者

宅における残薬を確認した上で、適切な服薬管理を行うには、どのような方策が考えられるか。

◼ 訪問看護師による手厚いケアのニーズがある重症な難治性皮膚疾患の利用者の状況を踏まえ、令和８年度診療報酬改

定で在宅難治性皮膚疾患処置指導管理が別表第８に追加されたが、特別管理加算Ⅱ・長時間訪問看護加算の対象に追

加することについてどう考えるか。
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.32 より抜粋



看護体制強化加算の算定状況

25

○看護体制強化加算の算定事業所数は、コロナ禍の影響で一時的に減少傾向にあったが、近年は横ばいである。

■看護体制強化加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定事業所数と事業所割合
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※H30 年改定の際に看護体制強化加算（Ⅰ）が新設され、それまでの看護体制強化加算は（Ⅱ）の区分となった。
（ヶ所）

看護体制強化加算 （Ⅰ）550単位 （Ⅱ）200単位（1月あたり）
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■要介護度別の看護体制強化加算の算定者の割合

（件）

1,664

看護体制強化加算（Ⅰ）：次の①②③④を満たす
①算定の前６月間における利用者総数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した割合が50％以上
②算定月の前６月間における利用者総数のうち、特別管理加算を算定した割合が20％以上
③算定月の前12月間にターミナルケア加算を算定した利用者が５名以上
④訪問看護の提供にあたる従業者の総数に占める看護職員の割合が６割以上

看護体制強化加算（Ⅱ）：上記①②④を満たし、③算定月の前12月間にターミナルケア加算を算定した利用者が１名以上を満たす

【出典】介護DBから抽出した各年４月審査分のデータを老健局老人保健課において集計

社保審－介護給付費分科会
資料３

第259回（R８.６.29)

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.25 より抜粋



看護体制強化加算の算定について

○事業所において、看護体制強化加算を算定できない理由のうち、もっとも多い理由として「算定日が属する月の前12
月間において、ターミナルケア加算を算定した利用者が「５人以上」であること」が33.6％であった。

【出典】令和８年度老人保健健康増進等事業「訪問看護事業所の質評価の実装等に向けた検討」速報値より老人保健課にて作成 26

設問 回答数 割合

算定日が属する月の前12月間において、ターミナルケア加算を算定した利用者が「５人以上」であること 379 33.6

算定日が属する月の前６月間において、利用者の総数のうち、特別管理加算を算定した利用者の割合が20%以
上であること

171 15.2

指定訪問看護ステーションの場合、従業者の総数のうち看護職員の占める割合が60%以上であること 125 11.1

算定日が属する月の前６月間において、利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の割合が
50%以上であること

100 8.9

利用者やその家族へ説明しにくい事業所の体制を評価した加算であること 82 7.3

その他 64 5.7

無回答 208 18.4

計 1,129 100％

■事業所において看護体制強化加算を算定できない理由（n＝1,129）

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料3「訪問看護」 p.26 より抜粋


